
 

令 和 ３ 年 海 事 代 理 士 試 験 

筆 記 試 験 問 題 

 

１時限目（９：００～１０：３０） 

 

１．憲法 

２．民法 

３．商法 

４．国土交通省設置法 

 

  



１．憲法

１． 次の文章は日本国憲法の条文である。 に入る適切な語句を解答欄に記入

せよ。（５点）

(１) すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び に対する国民

の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の

尊重を必要とする。

(２) 最高裁判所は、その長たる裁判官及び法律の定める員数のその他の裁判官でこれ

を構成し、その長たる裁判官以外の裁判官は、 でこれを任命する。

(３) 内閣は、国会の臨時会の召集を決定することができる。いづれかの議院の総議員

の 以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定しなければならない。

(４) 内閣は、国会及び に対し、定期に、少くとも毎年一回、国の財政状況

について報告しなければならない。

(５) 勤労者の団結する権利及び その他の団体行動をする権利は、これを保

障する。

２． 日本国憲法及び判例を参照した次の(ア)～(オ)について、正しい場合は○を、誤っ

ている場合には×を、解答欄に記入せよ。（５点）

(ア) 両議院の会議は、出席議員の過半数で議決したときは、秘密会を開くことができ

る。

(イ) 我が国に在留する外国人は、憲法上、外国へ一時旅行する自由を保障されている。

(ウ) 何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪われ、又

はその他の刑罰を科せられない。

(エ) 内閣総理大臣が欠けたときは、内閣は、総辞職をしなければならない。

(オ) 憲法の義務教育は無償とするとの規定は、授業料のほかに、教科書、学用品その

他教育に必要な一切の費用まで無償としなければならないことを定めたものと解す

ることはできない。



２．民法

１． 次の文章は、民法の条文である。 に入る適切な語句を解答欄に記入せよ。

（５点）

(１) 私権は、 に適合しなければならない。

(２) 二人が互いに同種の目的を有する債務を負担する場合において、双方の債務が弁

済期にあるときは、各債務者は、その について相殺によってその債務を免

れることができる。ただし、債務の性質がこれを許さないときは、この限りでない。

(３) 債権者が保証人に債務の履行を請求したときは、保証人は、まず主たる債務者に

をすべき旨を請求することができる。ただし、主たる債務者が破産手続開

始の決定を受けたとき、又はその行方が知れないときは、この限りでない。

(４) 当事者が雇用の期間を定めなかったときは、各当事者は、いつでも解約の申入れ

をすることができる。この場合において、雇用は、解約の申入れの日から

を経過することによって終了する。

(５) 相続人は、 をしたときは、無限に被相続人の権利義務を承継する。

２． 法令の規定を参照した次の文章のうち、正しい場合は○を、誤っている場合は×を、

解答欄に記入せよ。（５点）

(１) 詐欺による意思表示の取消しは、善意でかつ過失がない第三者に対抗することが

できる。

(２) 意思表示は、表意者が通知を発した後に死亡し、意思能力を喪失し、又は行為能

力の制限を受けたときであっても、そのためにその効力を妨げられない。

(３) 他人の不法行為に対し、自己又は第三者の権利又は法律上保護される利益を防衛

するため、やむを得ず加害行為をした者は、損害賠償の責任を負わない。

(４) 占有者がその占有を妨害されるおそれがあるときは、占有保持の訴えにより、そ

の妨害の予防又は損害賠償の担保を請求することができる。

(５) 成年被後見人の法律行為は、日用品の購入その他日常生活に関する行為であって

も取り消すことができる。



３．商法

１． 次の文章は商法の条文を抜粋したものである。 に入る適切な語句を解答

欄に記入せよ。（５点）

(１) 航海中の船舶を譲渡したときは、その航海によって生ずる損益は、 に

帰属する。

(２) 法令に違反して又は個品運送契約によらないで船積みがされた運送品について

は、運送人は、いつでも、これを することができ、船舶又は積荷に危害

を及ぼすおそれがあるときは、これを放棄することができる。

(３) 運送人又は船長は、荷送人又は傭船者の請求により、運送品の船積み後遅滞なく、

船積みがあった旨を記載した を交付しなければならない。

(４) 船舶と他の船舶との衝突に係る事故が生じた場合において、衝突したいずれの船

舶についてもその船舶所有者又は船員に過失があったときは、裁判所は、これらの

過失の軽重を考慮して、各船舶所有者について、その衝突による の責任

及びその額を定める。

(５) 船舶先取特権は、その発生後 を経過したときは、消滅する。

２． 法令の規定を参照した次のア～オについて、正しい場合は○を、誤っている場合は

×を、解答欄に記入せよ。（５点）

ア． 船舶共有者は、船舶管理人を選任しなければならず、船舶共有者が船舶管理人を

選任したときは、その通知をしなければならない。

イ． 船長は、海員がその職務を行うについて故意又は過失によって他人に加えた損害

を賠償する責任を負う。ただし、船長が海員の監督について注意を怠らなかったこ

とを証明したときは、この限りでない。

ウ． 船舶又は積荷その他の船舶内にある物の全部又は一部が海難に遭遇した場合にお

いて、これを救助した者があるときは、その者は、正当な事由により救助を拒まれ

たにもかかわらず、救助したときであっても、その結果に対して救助料の支払を請

求することができる。

エ． 船舶を保険の目的物とする海上保険契約については、保険期間の始期における当

該船舶の価額を保険価額とし、貨物を保険の目的物とする海上保険契約については、

その船積みがされた地及び時における当該貨物の価額及び保険に関する費用の合計

額を保険価額とする。

オ． 船舶の抵当権と船舶先取特権とが競合する場合には、船舶の抵当権は、船舶先取

特権に優先する。



４．国土交通省設置法

１．次に掲げる法令として適当なものを、以下の選択肢ア～カの中から選び、その記号を

解答欄に記入せよ。（３点）

(１) 国土交通省海事局に船員政策課を設置することを規定する法令

(２) 国土交通省に地方運輸局を設置することを規定する法令

(３) 神戸運輸監理部海上安全環境部に船舶安全環境課を設置することを規定する法令

【選択肢】

ア 国土交通省設置法 イ 国土交通省組織令 ウ 国土交通省組織規則

エ 地方整備局組織規則 オ 地方運輸局組織規則 カ 神戸運輸監理部組織規程

２．次の文章について、 に当てはまる適切な語句を、以下の選択肢ア～スの中

から選び、その記号を解答欄に記入せよ。（４点）

(１) 国土交通省海事局において、船舶の航行の安全の確保に係る外国船舶の監督のう

ち、船舶の乗組員の資格に係る事務を所掌しているのは、 である。

(２) 国土交通省海事局において、船舶の安全に関する検査制度の企画及び立案に関す

る事務を所掌しているのは、 である。

(３) 地方運輸局において、海事思想の普及及び宣伝に関する事務を所掌しているのは、

海事振興部又は である。

(４) 近畿運輸局海上安全環境部には、監理課、船員労働環境・海技資格課、

の３課が置かれている。

【選択肢】

ア 総務課 イ 安全政策課 ウ 船員政策課 エ 外航課 オ 船舶産業課

カ 検査測度課 キ 海技課 ク 海上運送事業課 ケ 船舶安全環境課

コ 海事部 サ 総務企画部 シ 海事振興部 ス 海上安全環境部

３．次の文章において、正しい場合は解答欄に○を、誤っている場合は解答欄に×を記入

せよ。（３点）

(１) 福井県を管轄する国土交通省の地方支分部局である地方運輸局の名称は北陸信越

運輸局であり、その位置は新潟県である。

(２) 海事事務所のうち、宮城県に置かれるものは石巻海事事務所及び塩釜海事事務所

の２カ所である。

(３) 地方運輸局において、海事代理士に関する事務を所掌しているのは、海事振興部

又は海事部である。



 

令 和 ３ 年 海 事 代 理 士 試 験 

筆 記 試 験 問 題 

 

２時限目（１０：５０～１１：５０） 

 

５．船員法 

６．船員職業安定法 

７．船舶職員及び小型船舶操縦者法 

 

  



５．船員法

１．法令の規定を参照した次の文章中の に入る適切な語句を下欄の語群の中から選

び、その番号を解答欄に記入せよ。なお、１つの語句につき選択出来るのは２回までと

する。(９点)

(１) この法律において「 ア 」とは、航海士、機関長、機関士、通信長、通信士及

び国土交通省令で定めるその他の海員をいう。また「 イ 」とは、 ア 以外の

海員をいう。

(２) 懲戒は、上陸禁止及び ウ の二種とし、上陸禁止の期間は、初日を含めて エ

以内とし、その期間には、停泊日数のみを算入する。

(３) この法律で定める基準に達しない労働条件を定める オ (予備船員については、

カ 。)は、その部分については、無効とする。この場合には、 オ は、その

無効の部分については、この法律で定める基準に達する労働条件を定めたものとみ

なす。

(４) 船舶所有者は、 キ を解雇しようとする場合においては、少なくとも三十日前

にその予告をしなければならない。三十日前に予告をしない船舶所有者は、一箇月

分の給料の額と同額の ク を支払わなければならない。

(５) 常時十人以上の船員を使用する船舶所有者は、国土交通省令の定めるところによ

り、給料その他の報酬、労働時間等について、 ケ を作成し、これを国土交通大

臣に届け出なければならない。これを変更したときも同様とする。

【語群】

①．雇用契約 ②．雇止契約 ③．雇入契約 ④．労使協定

⑤．就業規則 ⑥．労働協約 ⑦．戒告 ⑧．解雇

⑨．けん責 ⑩．減給 ⑪．損害賠償 ⑫．予告手当

⑬．失業手当 ⑭．雇止手当 ⑮. 船長 ⑯．船員

⑰．職員 ⑱．司厨員 ⑲．部員 ⑳．予備船員

㉑．五日 ㉒．十日 ㉓．十五日 ㉔．三十日



２．法令の規定を参照した次の文章のうち、正しいものには○を、誤っているものには×

を解答欄に記入せよ。(８点)

（１） 船長は、国土交通省令の定めるところにより、発航後直ちに船舶が航海に支障な

いかどうかその他航海に必要な準備が整つているかいないかを検査しなければなら

ない。

(２) 船舶所有者は、船員に対する債権と給料の支払の債務とを相殺してはならない。

但し、相殺の額が給料の額の三分の一を超えないとき及び船員の犯罪行為に因る損

害賠償の請求権を以てするときは、この限りでない。

（３） 船舶所有者は、船舶が雇入契約の成立の時における国籍を失つたとき、雇入契約

を解除することができる。

(４) 船員の報酬が歩合によつて支払われる場合においては、その歩合による毎月の額

が雇入契約に定める一定額に達しないときでも、その報酬の額は、その一定額を下

つてはならない。

(５) 船舶所有者は、休息時間を一日について三回以上に分割して船員に与えてはなら

ず、休息時間を一日について二回に分割して船員に与える場合において、休息時間

のうち、いずれか長い方の休息時間を六時間以上としなければならない。

(６) 有給休暇を与うべき時期及び場所については、船舶所有者と船員との協議による。

有給休暇は、労働協約の定めるところにより、期間を分けて、これを与えることが

できる。

(７) 船長は、作業用具の整備、船内衛生の保持に必要な設備の設置及び物品の備付け、

船内作業による危害の防止及び船内衛生の保持に関する措置の船内における実施及

びその管理の体制の整備その他の船内作業による危害の防止及び船内衛生の保持に

関し国土交通省令で定める事項を遵守しなければならない。

(８) 船舶所有者は、船員が職務上行方不明となつたときは、三箇月の範囲内において、

行方不明期間中毎月一回、国土交通省令の定める被扶養者に標準報酬の月額に相当

する額の行方不明手当を支払わなければならない。但し、行方不明の期間が一箇月

に満たない場合は、この限りでない。

３．船員法第18条第１項の規定に基づき、船長は、国土交通省令の定める場合を除いて、

船舶国籍証書又は国土交通省令の定める証書の他にどのような書類を船内に備え置かな

ければならないか３つ答えよ。(３点）



６．船員職業安定法

１．法令の規定を参照した次の文章中、 に入る適切な語句を下欄の語群から選び、

その番号を解答欄に記入せよ。(５点)

(１) 派遣先は、派遣就業に関し船員職業安定法第85条各号に掲げる事項を行わせるた

め、国土交通省令で定めるところにより、派遣先責任者を ア しなければな

らない。

(２) 船員職業安定法で「船員労務供給」とは、 イ 契約に基づいて人を船員と

して他人の指揮命令を受けて労務に従事させることをいい、船員派遣に該当するも

のを含まないものとする。

(３) 船員派遣元事業主は、船員派遣事業の許可申請書に掲げる事項に変更があったと

きは、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。この場合にお

いて、当該変更に係る事項が船員派遣事業を行う事業所の ウ に係るもので

あるときは、当該事業所に係る事業計画書その他国土交通省令で定める書類を添付

しなければならない。

(４) 船舶所有者、船員の募集に従事する被用者及び募集 エ は、募集に応じた

者から、いかなる名義でも財産上の利益を受けてはならない。

(５) 船員派遣事業の許可の有効期間は、当該許可の日から起算して オ とする。

【語群】

１．管理 ２．変更 ３．廃止 ４．１０年 ５．配置

６．新設 ７．責任者 ８．３年 ９．任命 10．５年

11．受託者 12．委託者 13．船員 14．指名 15. ２年

16．登録 17．供給 18．移転 19．雇用 20．管理者

21．１年 22．労務 23．選任 24．監督者 25．改修

２．次の(１)～(５)の各文章について、正しいものに〇、誤っているものに×を付した場

合の組合せを、下欄の１～４の選択肢から選び、その番号を解答欄に記入せよ。(５点)

(１) ア. 船員派遣の役務の提供を受けようとする者は、船員派遣契約の締結に際し、

当該船員派遣契約に基づく船員派遣に係る派遣船員を特定することを目的と

する行為をしないように努めなければならない。

イ. 無料船員職業紹介事業者でない者は、その名称又はその有する施設の名称

中に船員職業紹介を行う者であることを示すような文字を用いてはならない。



(２) ア. 船舶所有者を代表する団体、船員を代表する団体、船舶所有者及び船員を

代表する協同の団体又は営利団体で船員職業安定法第34条第１項各号の条件

を具備するものは、国土交通大臣の許可を受けて、無料の船員職業紹介事業

を行うことができる。

イ. 船員派遣元事業主は、自己の名義をもって、他人に船員派遣事業を行わせ

てはならない。

(３) ア. 労働組合等は、国土交通大臣の許可を受けたときは、有料の船員労務供給

事業を行うことができる。

イ. 船員派遣元事業主は、船員職業安定法第77条第１項の派遣元管理台帳を５

年間保存しなければならない。

(４) ア. 船員派遣契約の解除は、将来に向かってのみその効力を生ずる。

イ. 船員職業安定法で「派遣船員」とは、船舶所有者が常時雇用する船員であ

って、船員派遣の対象となるものをいう。

(５) ア. 無料船員職業紹介許可事業者は、その業務に関して国土交通省令で定める

帳簿書類を作成し、その事務所に備え置かなければならない。

イ. 船員派遣元事業主は、国土交通省令で定めるところにより、船員派遣事業

を行う事業所ごとの当該船員派遣事業に係る事業計画書及び収支予算書を作

成し、国土交通大臣に提出しなければならない。

【選択肢】

１．ア-〇 イ-〇 ２．ア-〇 イ-× ３．ア-× イ-〇 ４．ア-× イ-×



７．船舶職員及び小型船舶操縦者法

１．法令の規定を参照した次の文章中、 に入る適切な語句又は数字を解答欄に記入

せよ。（11点）

（１）小型船舶操縦士の免許（操縦免許）は、 ア 小型船舶操縦士、 イ 小型船舶

操縦士、 ウ 小型船舶操縦士の資格の別に行う。また、この法律を適用する場合

においては、 ア 小型船舶操縦士の資格は、 イ 小型船舶操縦士の資格の上級

とする。

（２）小型船舶操縦士は、操縦免許証を滅失し、又は エ したときは、操縦免許証再

交付申請書を国土交通大臣に提出し、操縦免許証の再交付を申請することができる。

（３）小型船舶操縦士国家試験（操縦試験）を受ける者が登録 オ の課程を修了してい

る場合は、学科試験又は実技試験の全部又は一部を免除することができる。

（４）特定漁船とは、一人で操縦を行う構造の船舶であってその運航及び機関の運転に

関する業務の内容が総トン数 カ トン未満の船舶と同等であるものとして、次に

掲げる基準に適合する総トン数 カ トン以上の漁船であって長さ二十四メートル

未満のもののうち、その用途、航海の態様、機関等の設備の状況その他のその航行

の安全に関する事項を考慮して国土交通大臣が告示で定める事項に適合すると認め

られるものをいう。

①沿海区域の境界からその外側 キ 海里以遠の水域を航行しないものであること

②総トン数 ク トン未満のものであること

③出力 ケ キロワット未満の推進機関を有するものであること

（５）操縦免許証の有効期間の更新を申請することができる期間の コ を通じて本邦

以外の地に滞在する者は、その事実を証明する書類を添えて、当該更新期間前に当

該操縦免許証の有効期間の更新を申請することができる。

（６）海技免状の有効期間が満了する日の サ 前の日の前日までに有効期間の更新が

された海技免状の有効期間の起算日は、海技免状が交付された日とする。

２．小型船舶操縦士の免許（操縦免許）の申請に関する法令の規定を参照した次の文章中、

に入る適切な語句を解答欄に記入せよ。（５点）

操縦免許を申請する者は、操縦免許申請書に次に掲げる書類を添えて、 ア の地方運

輸局等のうち国土交通大臣が指定するものを経由して国土交通大臣に提出しなければなら

ない。ただし、平成十五年六月一日以降に交付された操縦免許証を受有する小型船舶操縦



士は、③に掲げる書類を提出することを要しない。

① イ 証明書（特定操縦免許を申請する場合であって、申請する特定操縦免許と同一

の資格に係る操縦免許を既に有しているときを除く。）

② ウ 講習課程を修了したことを証明する書類（特定操縦免許を申請する場合に限

る。）

③本籍の記載のある エ の写し（外国人にあっては、権限ある機関が発行する国籍、

住所、氏名、出生の年月日及び性別を証明する書類）

④小型船舶操縦士又は海技士にあっては、操縦免許証又は海技免状の写し

⑤ オ 以外の小型船舶について行う限定がされていない操縦免許を申請する者にあっ

ては、登録 オ 講習の課程を修了したことを証明する書類

３．海技試験に関する次のア～エのうち、正しいものを１つ選び、その記号を解答欄に記

入せよ。（２点）

ア．三級海技士（航海）の資格についての海技試験に対する受験資格を有する者は、四

級海技士（航海）の資格についての海技試験を受けることができる。

イ．海技士（通信）及び海技士（電子通信）の資格についての海技試験は、試験開始期

日当日に十七歳九月に達する者は、受けることができる。

ウ．海技試験を申請する者は、指定医師により試験開始期日前三月以内に受けた検査の

結果を記載した海技士身体検査証明書を提出しなければならない。

エ．登録船舶職員養成施設の課程を修了した者が当該登録船舶職員養成施設の発行する

修了証明書を添えて海技試験の申請をしたときは、学科試験のうちの筆記試験を免除

する。ただし、当該海技試験の開始期日前に当該養成施設の課程を修了した日から起

算して十年を経過する場合は、この限りでない。

４．三級海技士（航海）試験（身体検査及び口述試験）を受けるためには、次の乗船履歴

表に定める乗船履歴を有しなければならない。

（乗船履歴表）

船 舶 期 間 資 格 職 務

・総トン数千六百トン以上の沿海区域 三年以上 船舶の運航

を航行区域とする船舶

・総トン数二十トン以上の近海区域又

は遠洋区域を航行区域とする船舶

・総トン数二十トン以上の乙区域又は

甲区域内において従業する漁船

・総トン数五百トン以上の沿海区域を 二年以上 四級海技士（航海）航海士（一等航

航行区域とする船舶 海士を除く。）

・総トン数二十トン以上の近海区域又



は遠洋区域を航行区域とする船舶

・総トン数二十トン以上の乙区域又は

甲区域内において従業する漁船

・総トン数二百トン以上の沿海区域を 一年以上 四級海技士（航海）船長又は一等航

航行区域とする船舶 海士

・総トン数二十トン以上の近海区域又

は遠洋区域を航行区域とする船舶

・総トン数二百トン以上の丙区域内に

おいて従業する漁船

・総トン数二十トン以上の乙区域又は

甲区域内において従業する漁船

令和３年10月１日時点で年齢が45歳であり、以下の①～③の経験を有する者が、令和

３年10月１日を試験開始期日とする三級海技士（航海）試験（身体検査及び口述試験）

を受けようとするに当たり、船舶職員及び小型船舶操縦者法施行規則の規定により必要

な乗船履歴として認められる期間を解答欄に記入せよ。この際、①～③の履歴について、

合算したものを解答するものとする。なお、以下に記載された履歴に係る船舶は、いず

れも船舶職員及び小型船舶操縦者法が適用されているものとする。（２点）

①25歳から28歳までの間に、甲板部の航海当直部員として、甲区域内において従業す

る総トン数50トンの漁船に乗り組み、船舶の運航に関する職務を２年行った履歴

②32歳から36歳までの間に、甲板部の航海当直部員として、乙区域内において従業す

る総トン数33トンの漁船に乗り組み、船舶の運航に関する職務を１年８月行った履

歴

③四級海技士（航海）の資格についての海技免状の交付を受けた後、40歳から42歳まで

の間に、遠洋区域を航行区域とする総トン数1,000トンの船舶に乗り組み、二等航海

士の職務を１年２月行った履歴
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８．海上運送法

法令の規定を参照した次の文章中、 に入る適切な語句を解答欄に記入せよ。

（10点)

(１) 一般旅客定期航路事業を営もうとする者は、 ア ごとに、国土交通大臣の許可

を受けなければならない。

(２) 一般旅客定期航路事業の許可を受けた者は、 イ 計画（指定区間に係るものを

除く。）を定め、国土交通省令の定める手続きにより、運航を開始する日までに、

国土交通大臣に届け出なければならない。

(３) 一般旅客定期航路事業者は、 ウ 又は エ を選任し、又は解任したときは、

国土交通省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に届け出な

ければならない。

(４) 一般旅客定期航路事業者がその オ 計画を変更しようとするときは、国土交通

省令の定める手続きにより、国土交通大臣の カ を受けなければならない。ただ

し、国土交通省令で定める軽微な事項に係る変更については、この限りでない。

(５) 一般旅客定期航路事業者は、指定区間に係るその事業を休止し、又は廃止しよう

とするとき（利用者の利便を阻害しないと認められる国土交通省令で定める場合を

除く。）は、第十五条第一項の規定にかかわらず、国土交通省令の定める手続きに

より、休止又は廃止の日の キ 月前までに、国土交通大臣にその旨を届け出なけ

ればならない。

(６) 国土交通大臣は、旅客の ク を保護するため必要があると認めるときは、一般

旅客定期航路事業者に対し、当該一般旅客定期航路事業者が旅客の運送に関し支払

うことのある ケ のため コ を締結することを命ずることができる。



９．港湾運送事業法

１．次の (１) ～ (５) のそれぞれにおける法令の規定を参照した①及び②の文章の正誤

について、正しい組み合わせを選択肢ア～エから選び、解答欄に記入せよ。(５点)

(１) ① 検量事業とは、船積貨物の積込又は陸揚を行うに際してするその貨物の箇数又

は重量の計算又は証明を行う事業をいう。

② 港湾運送事業の許可を受けた者は、抵当権の目的とするため、港湾運送事業財

団を設けることができる。

ア ①正、②正

イ ①正、②誤

ウ ①誤、②正

エ ①誤、②誤

(２) ① 国土交通大臣は、災害の救助その他公共の安全の維持のため必要な港湾運送で

あり、且つ、自発的に当該業務を行う者が著しく不足する場合であれば、港湾運

送事業者を指定して、貨物の取扱又は運送等を命ずることができる。

② 港湾運送事業者は、その事業を休止し、又は廃止しようとするときは、国土交

通省令で定める手続により、休止又は廃止の日から三月以内に、国土交通大臣に

その旨を届け出なければならない。

ア ①正、②正

イ ①正、②誤

ウ ①誤、②正

エ ①誤、②誤

(３) ① 申請者が罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなった日から五年を経過しない者である場合は、港湾運送事業の許可を受

けることができない。

② 港湾運送事業者は、事業計画を変更しようとするときは、国土交通大臣の認可

を受けなければならないが、国土交通省令で定める軽微な事項に係る変更につい

ては、この限りでない。

ア ①正、②正

イ ①正、②誤

ウ ①誤、②正



エ ①誤、②誤

(４) ① 港湾運送事業者は、利用者に対し、収受した運賃又は料金の割戻をする場合は、

国土交通大臣の許可を受けなければならない。

② 港湾運送事業者が死亡した場合において、相続人が被相続人の行っていた港湾

運送事業を引き続き営もうとするときは、国土交通大臣の認可を受けなければな

らない。

ア ①正、②正

イ ①正、②誤

ウ ①誤、②正

エ ①誤、②誤

(５) ① 港湾運送関連事業とは、営利を目的とするとしないとを問わず、他人の需要に

応じて、港湾においてする、船舶に積み込まれた貨物の位置の固定若しくは積載

場所の区画、船積貨物の荷造り若しくは荷直し、船舶への貨物の積込み若しくは

船舶からの貨物の取卸しに先行し若しくは後続する船倉の清掃又は船積貨物の警

備を行う事業をいう。

② 港湾運送関連事業を営もうとする者は、あらかじめ、港湾ごとに、国土交通省

令で定める事項を国土交通大臣に届け出なければならない。当該届出をした者が

当該届出をした事項を変更しようとするときも、同様とする。

ア ①正、②正

イ ①正、②誤

ウ ①誤、②正

エ ①誤、②誤

２．次の (１) ～ (５) は、港湾運送事業法に関する文章である。 に入る適切な法

令上の語句を下欄の語群の中から一つ選び、その番号を解答欄に記入せよ。(５点)

(１) 一般港湾運送事業者は、その責に帰すべからざる事由により貨物の引渡をすること

ができないときは、荷受人の費用をもってこれを ア に寄託することができる。

(２) イ とは、港湾においてする、船舶若しくははしけへの貨物の積込み、船舶若し

くははしけからの貨物の取卸し、船舶若しくははしけにより運送された貨物の上屋そ

の他の荷さばき場への搬入、船舶若しくははしけにより運送されるべき貨物の荷さば

き場からの搬出又はこれらの貨物の荷さばき場における荷さばき若しくは保管を行う



事業をいう。

(３) 港湾荷役事業等の許可を受けた者は、他の港湾運送事業者から引き受けた港湾運送

については、その ウ を自ら行わなければならない。

(４) 港湾運送事業の許可を受けた者は、国土交通省令で定めるところにより、 エ を

定め、あらかじめ、国土交通大臣に届け出なければならない。

(５) 国土交通大臣は、一般港湾運送事業等の許可をしようとするときは、少なくとも、

港湾運送事業の種類及び オ ごとに国土交通省令で定める施設及び労働者を有する

ものであるかどうかを審査して、これをしなければならない。

【語 群】

①港長 ②港湾 ③８０パーセント ④はしけ運送事業 ⑤海運業者

⑥港湾運送事業財団 ⑦７０パーセント ⑧港湾運送約款 ⑨営業所 ⑩運賃及び料金

⑪一般港湾運送事業 ⑫事業所 ⑬５０パーセント ⑭港湾荷役事業 ⑮倉庫営業者

⑯定款 ⑰船舶 ⑱事業計画 ⑲全部 ⑳鑑定事業



１０．内航海運業法

法令の規定を参照した次の文章中、 に入る適切な語句を解答欄に記入せよ。

(10点)

(１) この法律は、内航運送の円滑かつ ア な運営を確保することにより､輸送

の安全を確保するとともに、内航海運業の健全な発達を図り、もつて イ

を増進することを目的とする。

(２) 総トン数百トン未満の船舶であつて長さ三十メートル未満のものによる内

航海運業を営む者は、事業 ウ の日から三十日以内に、国土交通省令で定

める事項を国土交通大臣に届け出なければならない。

(３) 内航海運業法第三条第一項の エ を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載

した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二 営業所の名称及び オ

三 使用する船舶の名称、 カ 、総トン数その他国土交通省令で定める事項

四 船舶の貸渡しをする事業を営もうとするときは、その貸渡しを受ける者の氏名又

は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

五 前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で定める事項

(４) 国土交通大臣は、内航海運業法第八条第一項の内航運送 キ が荷主の正当な

ク を害するおそれがあると認めるときは、当該内航海運業者に対し、期限を定め

てその内航運送 キ を変更すべきことを命ずることができる。

(５) 内航海運業者は、 ケ 規程を定め、国土交通省令で定めるところにより、国土交

通大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

(６) 内航海運業法第十条第一項の規定により内航海運業者の コ を承継した者は、そ

の承継の日から三十日以内に、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。



１１．港則法

１．次の文章は港則法の条文である。 内に入る適切な語句を下欄の語群から

選び、その番号を回答欄に記入せよ。なお、選択肢は複数回使用してもよい。(３点）

第一条 この法律は、港内における ア の安全及び港内の整とんを図ること

を目的とする。

第二条 この法律を適用する港及びその イ は、 ウ で定める。

【語群】

①船舶 ②船舶航行 ③船舶交通 ④船舶運航

⑤海域 ⑥区域 ⑦範囲 ⑧適用海域

⑨この法律 ⑩政令 ⑪国土交通省令 ⑫運輸省令

２．次の（１）～（６）に掲げる港則法の規定のうち、特定港以外の港について準用され

るものを３つ選び、回答欄に記入せよ。 (３点）

（１） 特定港内においては、汽艇等以外の船舶を修繕し、又は係船しようとする者は、

その旨を港長に届け出なければならない。

（２） 船舶は、特定港において危険物の積込、積替又は荷卸をするには、港長の許可を

受けなければならない。

（３） 特定港内において使用すべき私設信号を定めようとする者は、港長の許可を受け

なければならない。

(４） 特定港内において竹木材を船舶から水上に卸そうとする者及び特定港内において

いかだをけい留し、又は運行しようとする者は、港長の許可を受けなければならな

い。

（５） 港長は、特定港内又は特定港の境界附近における船舶交通の妨となる虞のある強

力な灯火を使用している者に対し、その灯火の滅光又は被覆を命ずることができ

る。

（６） 港長は、船舶交通の安全のため必要があると認めるときは、特定港内において航

路又は区域を指定して、船舶の交通を制限し又は禁止することができる。



３．次の文章群（１）～（４）における①及び②の正誤について、正しい組み合わせを表

の１～４から選び、その番号を回答欄に記入せよ。 （４点）

(１)

① 特定港内で工事を行う者は、当該特定港の所在地を管轄する管区海上保安本部の

長の許可を受けなければならない。

② 港則法の工事又は作業の許可に係る規定は、特定港以外の港には適用されない。

(２)

① 港則法において「汽艇等」とは、「汽艇（長さ20メートル未満の汽船をい

う。）、はしけ及び端舟その他ろかいのみをもって運転し、又は主としてろかいを

もって運転する船舶」をいう。

② 港内においては、相当の注意をしないで、油送船の付近で喫煙し、又は火気を取

り扱ってはならない。

(３)

① 港長は、特に必要があると認めるときは、特定港内に停泊する船舶に対して移動

を命ずることができる。

② 積荷として危険物を積載した船舶が特定港に入港しようとするときは、当該特定

港内のびょう地において港長の指揮を受けなければならない。

(４)

① 特定港内で船舶に火災が発生した場合、火災を示す警報として、汽笛又はサイレ

ンをもって長音を５回吹鳴し、かつ、適当な間隔をおいて繰り返さなければならな

い。

② 港則法が適用される港内においては、船舶はみだりに汽笛又はサイレンを吹き鳴

らしてはならない。

１ ① 正 ② 正

２ ① 正 ② 誤

３ ① 誤 ② 正

４ ① 誤 ② 誤



１２．海上交通安全法

１．次の文章は海上交通安全法の条文である。 内に入る適切な語句を下欄の

語群から選び、その番号を回答欄に記入せよ。なお、選択肢は複数回使用してもよい。

(４点）

第一条 この法律は、船舶交通が ア 海域における船舶交通について、特別の

交通方法を定めるとともに、その危険を防止するための規制を行なうことにより、船

舶交通の安全を図ることを目的とする。

２ この法律は、東京湾、伊勢湾（伊勢湾の湾口に接する海域及び三河湾のうち伊勢湾

に接する海域を含む。）及び イ のうち次の各号に掲げる海域以外の海域に

適用するものとし、これらの海域と他の海域（次の各号に掲げる海域を除く。）との

境界は、政令で定める。

一 ウ （昭和23年法律第174号）に基づく エ

二～四 （略）

【語群】

①混雑する ②ふくそうする ③特に多い ④他の海域に比べて多い

⑤瀬戸内海 ⑥瀬戸内海並びに玄界灘 ⑦瀬戸内海（関門港を含む）

⑧港湾法 ⑨港域法 ⑩港則法 ⑪特定水域航行令

⑫海域 ⑬港の区域 ⑭海域のうち、国土交通大臣が指定した区域

２．次の文章（１）～（４）のうち、正しいものを２つ選び、回答欄に記入せよ。

（２点）

(１) 海上交通安全法に基づく航路のうち、瀬戸内海の宇高東航路及び宇高西航路をこれ

に沿って航行するときは、それぞれ北の方向及び南の方向に航行しなければならず、

また、東京湾の中ノ瀬航路及び浦賀水道航路をこれに沿って航行するときは、それぞ

れ北の方向及び南の方向に航行しなければならない。

(２) 海上交通安全法に基づく航路又はその周辺の政令で定める海域において工事又は作

業をしようとする者は、海上保安庁長官の許可を受けなければならない。ただし、通

常の管理行為、軽易な行為その他の行為で国土交通省令で定めるものについては、こ

の限りでない。

(３) 海上交通安全法に基づく航路を航行しようとする巨大船は、海上保安庁長官に通報

しなければならないが、宇高東航路、宇高西航路及び水島航路については、船舶交通

の実態に鑑み、通報を要しない。



(４) 海上交通安全法にいう船舶の「長さ」とは、海上衝突予防法における意義と同じで

あり、船舶の全長をいう。

３．次の文章群（１）～（４）における①及び②の正誤について、正しい組み合わせを表

の１～４から選び、その番号を回答欄に記入せよ。 (４点）

(１)

① 海上交通安全法が適用される海域において、船舶が他の船舶を追い越そうとする

ときは、国土交通省令で定めるところにより信号を行わなければならない。

② 海上交通安全法に基づく航路又はその周辺の政令で定める海域以外の海域で工事

又は作業をしようとする者は、海上保安庁長官に届け出なければならない。ただ

し、過去に届出を行った工事又は作業と内容及び場所が概ね同一である行為、軽易

な行為その他の行為で国土交通省令で定めるものについては、この限りでない。

(２)

① 海上交通安全法において「巨大船」とは、「長さ200メートル以上の船舶又は総ト

ン数500トン以上の船舶」をいう。

② 海上交通安全法に基づく航路を横断する船舶は、当該航路に対しできる限り直角

に近い角度で、すみやかに横断しなければならない。

(３)

① 長さが50メートル以上の船舶は、指定海域に入域しようとするときは、海上保安

庁長官に通報しなければならない。

② 危険物積載船であって、その長さが国土交通省令で定める長さ以上の船舶は、海

上交通安全法に基づく航路を航行しようとするときは、海上保安庁長官に通報しな

ければならない。

(４)

① 海上交通安全法に基づく航路の一定の区間では、追越しが禁止されている。

② 海上交通安全法においては、11の航路を定めている。

１ ① 正 ② 正

２ ① 正 ② 誤

３ ① 誤 ② 正

４ ① 誤 ② 誤



１３.海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

１．海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に関する次の文章中の に入る適切

な語句又は数字を語群の中から選び、その番号を解答欄に記入せよ。(５点)

(１) 国際航海に従事する船舶のうち総トン数 ア 以上の船舶及び最大搭載人員 イ

以上の船舶（海底及びその下における鉱物資源の掘採に従事しているものを除

く。）の船長は、船舶発生廃棄物記録簿を船舶内に備え付けなければならない。

(２) 国土交通省令で定める船舶の船長（引かれ船等にあつては、船舶所有者）は、当

該船舶に燃料油を搭載する場合においては、燃料油供給証明書を ウ 間船内に備

え置かなければならない。

(３） 法定検査の結果に不服がある者は、当該検査の結果に関する通知を受けた日の翌

日から起算して エ 以内に、その理由を記載した文書を添えて オ に再検査を

申請することができる。

【語群】

① 百五十トン ② 二百トン ③ 四百トン

④ 十人 ⑤ 十五人 ⑥ 二十人

⑦ 一年 ⑧ 二年 ⑨ 三年

⑩ 十五日 ⑪ 三十日 ⑫ 六十日

⑬ 国土交通大臣 ⑭ 国土交通大臣の登録を受けた検査機関

⑮ 環境大臣

２．海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に関する次の文章のうち、正しいものに

は○を、誤っているものには×を解答欄に記入せよ。(５点)

(１) 他のタンカーとの間におけるばら積みの貨物油の積替えを行う総トン数百五十ト

ン以上のタンカー（国土交通省令で定める特別の用途のものを除く。）の船舶所有

者は、当該タンカーの乗組員のうちから、船長を補佐して船舶間貨物油積替えに関

する業務の管理を行わせるため、船舶間貨物油積替作業管理者を選任しなければな

らない。

(２) 原動機製作者等は、放出量確認を受けることが困難な事由として国土交通省令で

定めるものに該当する場合を除き、原動機が船舶に設置された後速やかに、当該原

動機からの窒素酸化物の放出量が放出基準に適合するものであることについて、国

土交通大臣の行う確認を受けなければならない。



(３) 基準適合燃料油を入手できなかった場合にとるべき措置を講じてもなお基準適合

燃料油を入手できない場合において、基準不適合燃料油を使用しようとする日本船

舶の船長が行う通報は、基準不適合油を搭載する場所を管轄する地方運輸局長（本

邦外で基準不適合油を搭載する場合にあっては、関東運輸局長）に対して行うもの

とする。

(４) 有効な海洋汚染等防止証書の交付を受けていない検査対象船舶の船舶所有者は、

当該検査対象船舶を臨時に航行の用に供しようとするときは、当該検査対象船舶に

設置された海洋汚染防止設備等及び大気汚染防止検査対象設備並びに当該検査対象

船舶に備え置き、又は掲示された海洋汚染防止緊急措置手引書等及び揮発性物質放

出防止措置手引書について国土交通大臣の行う検査を受けなければならない。

(５) 海洋施設の設置の届出をした者は、その届出に係る事項について変更があつたと

きは、遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣に届け出なけ

ればならない。



１４．領海等における外国船舶の航行に関する法律

１．領海等における外国船舶の航行に関する法律に関する次の文章中の に入る

適切な語句を下欄の語群の中から選び、その番号を解答欄に記入せよ。(５点)

(１)この法律は、海に囲まれた我が国にとって ア を確保することが我が国の安

全を確保する上で重要であることにかんがみ、領海等における外国船舶の航行方法、

外国船舶の航行の規制に関する措置その他の必要な事項を定めることにより、領海等

における外国船舶の航行の秩序を維持するとともにその不審な行動を抑止し、もって

イ を確保することを目的とする。

(２) 外国船舶の船長等は、領海等において当該外国船舶に停留等をさせ、又は内水にお

いて当該外国船舶に通過航行をさせる必要があるときは、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、あらかじめ、当該外国船舶の名称、 ウ 、停留等又は通過航行をさ

せようとする理由その他の国土交通省令で定める事項を最寄りの海上保安庁の事務所

に通報しなければならない。ただし、停留等又は通過航行をさせようとする理由が明

らかである場合として国土交通省令で定める場合は、この限りでない。

(３) 海上保安官は、領海等において現に停留等を伴う航行を行っている外国船舶と認め

られる船舶があり、当該船舶の外観、 エ 、乗組員等の挙動その他周囲の事情

から合理的に判断して、当該船舶の船長等が第四条第一項の規定に違反していること

が明らかであると認められるときは、当該船長等に対し、領海等において当該船舶に

停留等を伴わない航行をさせるべきことを勧告することができる。

(４) オ は、第六条第一項の規定による立入検査の結果、当該船舶の船長等が第

四条の規定に違反していると認めるときは、当該船長等に対し、当該船舶を領海等か

ら退去させるべきことを命ずることができる。

【語群】

① 海洋の安全 ② 積荷の性質 ③ 出発港

④ 航海の態様 ⑤ 海上保安官 ⑥ 交通の安全

⑦ 航行の安全 ⑧ 国籍 ⑨ 国土交通大臣

⑩ 所有者の代理 ⑪ 目的港 ⑫ 海上保安庁長官

⑬ 航海の状態 ⑭ 積荷の有無 ⑮ 船長

⑯ 船籍港 ⑰ 領海等の安全 ⑱ 航行の態様

⑲ 所有者 ⑳ 沿岸の安全



２．領海等における外国船舶の航行に関する法律に関する次の文章のうち、正しいものに

は○を、誤っているものには×を解答欄に記入せよ。(５点)

(１) 領海等とは、我が国の領海及び内水（新内水を除く。）をいう。

(２) 領海等における外国船舶の航行は、通過(内水においては、新内水に係るものに限る。)

又は水域施設等との往来を目的として継続的かつ迅速に行われるものでなければなら

ない。

(３) 外国船舶の船長等は、領海等において、人命、他の船舶又は航空機を救助する場合、

停留等を伴う航行をすることができる。

(４）法第五条第一項の規定による通報は、書面により行わなければならない。

(５) 法第六条第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

である。



 

令 和 ３ 年 海 事 代 理 士 試 験 

筆 記 試 験 問 題 

 

４時限目（１５：３０～１７：４０） 

 

15．船舶法 

16．船舶安全法 

17．船舶のトン数の測度に関する法律 

18．造船法 

19．国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等

に関する法律 

20. 船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律 



１５．船舶法

１．次の文章は船舶法及び船舶法施行細則の条文である。 に入る適切な語句又は

数字を解答欄に記入せよ。（15点）

(１) 船籍港ハ ア ノ名称ニ依ル但 イ ノ ア ノ存セサル区域ニ在

リテハ イ ノ名称トス

(２) 船舶法第五条第一項ノ規定ニ依リ船舶ノ登録ヲ為スニハ申請書ニ所有者ノ氏名又

ハ名称、 ウ 及共有ナルトキハ各共有者ノ持分ヲ記載シタル エ ヲ添

ヘ之ヲ管海官庁ニ差出スヘシ

(３) 船舶所有者カ其船舶ヲ オ シタル場合ニ於テ其 カ ニ変更ヲ生シタ

ルモノト認ムルトキハ遅滞ナク船籍港ヲ管轄スル管海官庁ニ其船舶ノ カ ノ

改測ヲ申請スルコトヲ要ス

(４) 外国ニ於テ交付スル仮船舶国籍証書ノ有効期間ハ キ ヲ超ユルコトヲ得ス

日本ニ於テ交付スル仮船舶国籍証書ノ有効期間ハ ク ヲ超ユルコトヲ得ス

(５) 日本船舶カ外国ノ港ニ碇泊スル間ニ於テ船舶国籍証書カ滅失若クハ毀損シ又ハ之

ニ記載シタル事項ニ変更ヲ生シタルトキハ ケ ハ其地ニ於テ仮船舶国籍証書

ヲ請受クルコトヲ得

(６) 日本船舶カ滅失若クハ沈没シタルトキ、 コ セラレタルトキ又ハ日本ノ

サ ヲ喪失シ若クハ第二十条ニ掲クル船舶トナリタルトキハ船舶所有者ハ其

事実ヲ知リタル日ヨリ二週間内ニ抹消ノ登録ヲ為シ且遅滞ナク船舶国籍証書ヲ返還

スルコトヲ要ス船舶ノ存否カ シ 間分明ナラサルトキ亦同シ

(７) 日本船舶ノ所有者ハ国土交通大臣ノ定ムル期日マデニ船舶国籍証書ヲ其船舶ノ船

籍港ヲ管轄スル管海官庁（其船舶ノ運航上ノ都合ニ因リ已ムコトヲ得ザル事由アル

トキハ最寄ノ管海官庁）ニ提出シ其 ス ヲ受クルコトヲ要ス

(８) 船舶法第十五条又ハ第十六条ノ規定ニ依リ仮船舶国籍証書ヲ請受ケントスル者ハ

第五号書式ノ申請書ニ セ ノ取得ヲ証スル書面ヲ添ヘ当該管海官庁ニ差出ス

ヘシ

(９) 船舶国籍証書ノ ソ ヲ申請シタル場合ニ於テ其交付アリタルトキハ遅滞ナ

ク旧証書ヲ返還スヘシ

２．次の文章のうち、正しいものには〇を、誤っているものには×を解答欄に記入せよ。



（５点）

(１) 日本船舶は、船舶安全法第九条第一項に定める船舶検査証書を受有していれば船

舶国籍証書または仮船舶国籍証書の交付を受けていなくとも測度を受ける場所まで

航行することができる。

(２) 船舶国籍証書の記載事項に変更があった場合は、変更の登録をしてから２週間以

内に書換えの申請をしなければならない。

(３) 代表者の３分の２が日本国民である一般社団法人の所有に属する船舶は日本船舶

である。

(４) 船首両舷の外部に船名、船尾外部の見やすい場所に船舶番号を標示しなければな

らない。

(５) 船舶原簿に記録した事項を証明する書面である登録事項証明書は、該当する船舶

の船舶所有者以外は交付を申請することができない。



１６．船舶安全法

１．法令の規定を参照した次の文章中、 に入る適切な語句を解答欄に記入せよ。

(10点)

(１) 日本船舶ハ本法ニ依リ其ノ ア 性ヲ保持シ且 イ ノ安全ヲ保持スルニ必要

ナル施設ヲ為スニ非ザレバ之ヲ航行ノ用ニ供スルコトヲ得ズ

(２) 本法及本法ニ基ク命令中船舶所有者ニ関スル規定ハ船舶共有ノ場合ニ在リテ

ウ ヲ置キタルトキハ之ヲ ウ ニ、船舶貸借ノ場合ニ在リテハ之ヲ エ ニ適

用シ又船長ニ関スル規定ハ船長ニ代リテ其ノ職務ヲ行フ者ニ之ヲ適用ス

(３) 第五条又ハ第六条第一項若ハ第二項ノ規定ニ依ル検査ハ国土交通大臣ノ特ニ定

ムル場合ヲ除クノ外船舶ノ オ ヲ管轄スル管海官庁之ヲ行フ

(４) 船舶検査証書ハ中間検査、 カ 検査又ハ特別検査ニ合格セザル船舶ニ付テハ

之ニ合格スル迄其ノ効力ヲ キ ス

(５) 船舶安全法第一章ノ規定ニ依ル検査、認定、認可、型式承認若ハ検定又ハ検査

若ハ検定ニ関スル書類ノ再交付若ハ ク ヲ受ケントスル者ハ国土交通省令ノ定

ムル所ニ依リ実費ヲ勘案シタル額ノ ケ ヲ国ニ納付スベシ

(６) 船舶検査証書ノ有効期間満了スル迄ノ間ニ於テ国土交通省令ノ定ムル事由ニ因

リ定期検査ヲ受クルコト能ハザル船舶ニ付テハ当該船舶検査証書ハ其ノ有効期間

満了後 コ 月迄ハ仍其ノ効力ヲ有ス此ノ場合ニ於テ必要ナル事項ハ国土交通省

令ヲ以テ之ヲ定ム

２．次の文章中、 に入る適切な語句又は数字を解答欄に記入せよ。(10点)

(１) 整備認定事業場において、 ア に従い整備されたことを確認した物件につい

てはその後 イ 日以内に行う定期検査又は中間検査において当該確認に係る事

項が省略される。

(２) 本法施行地において製造する長さ ウ メートル以上の船舶の エ は、製造

検査を受けなければならない。

(３) 管海官庁は、定期検査に合格した船舶に対して、 オ （漁船については従業

制限）、最大搭載人員、制限汽圧及び満載吃水線の位置を定め、船舶検査証書及び

カ （小型船舶に限る）を交付する。

(４) 船舶検査証書を受有しない船舶を臨時に航行の用に供する時に行う検査を キ

という。管海官庁は、 キ に合格した船舶に対して ク を交付する。

(５) 船舶検査証書又は臨時変更証を失ったことにより ケ を受けた場合は、その

失った船舶検査証書又は臨時変更証は、 コ となる。



１７．船舶のトン数の測度に関する法律

次の文章は、「船舶のトン数の測度に関する法律」の条文である。 ア ～ コ に入

る適切な語句を下の語群から選び、その番号を解答欄に記入せよ。(10点)

(１) この法律において「 ア 」とは、外板、仕切り（可動式のものを含む。）若しく

は隔壁又は甲板若しくは覆い（天幕を除く。）により閉囲されている船舶内のすべて

の場所をいう。

(２) この法律において「 イ 」とは、次条第一項の国際総トン数及び第六条第一項の

ウ を記載した証書であつて、この法律の規定に基づき国際航海に従事する長さ

エ メートル以上の日本船舶について交付されるものをいう。

(３) オ は、我が国における海事に関する制度において、船舶の カ を表すための

主たる指標として用いられる指標とする。

(４) ウ は、旅客又は キ の運送の用に供する場所とされる船舶内の場所の カ

を表すための指標として用いられる指標とする。

(５) 船舶所有者は、 イ の記載事項について変更があつたときは、その変更があつた

日から ク 以内に、国土交通大臣に対し、その ケ を申請しなければならない。

(６) 船舶所有者は、 イ が滅失し、若しくは損傷し、又はその識別が困難となつたと

きは、国土交通大臣に対し、その コ を申請することができる。

【語群】

１．閉囲場所 ２．除外場所 ３．暴露場所

４．開放場所 ５．船舶国籍証書 ６．仮船舶国籍証書

７．載貨重量トン数証書 ８．国際トン数証書 ９．総トン数証書

10. 国際総トン数 11．総トン数 12．載貨重量トン数

13．純トン数 14．十二 15．二十

16. 二十四 17. 重量 18. 大きさ

19. 長さ 20. 排水量 21. 貨物

22. 燃料油 23. 船員 24. 一週間

25. 二週間 26. 一箇月 27．三箇月

28. 修正 29．書換え 30. 再交付



１８．造船法

１．次の文章は法令の一文を記載したものである。次の文章中の に入る適切な語

句を解答欄に記入せよ。

（６点）

（１） 国土交通大臣の許可を受けている船舶の製造をする施設を所有し、又は ア

ている者が、当該施設において、船舶の製造又は修繕に必要な設備であって、国

土交通省令で定める造船台※１を新設し、 イ し、又は拡張しようとするとき

は、国土交通大臣の ウ を受けなければならない。

※１：ここでいう造船台とは、平均潮高時における陸上耐圧部（せきとびらを

有する場合は乾水できる部分を含む。）の長さが五十メートル以上のものをさす。

（２） 施設の新設を行う者は、次に掲げる書類及び図面を申請書に添付するものとす

る。① エ 、最近の オ 及び損益計算書並びに現に行っている事業の概要を

説明した書類、②新設する施設に備える設備の概要及び当該施設の カ を示す

書類及び図面、③所要資金の額及びその調達方法を記載した書類、④許可基準に

適合することを説明する書類。

２．造船法に関する次の文章のうち、正しいものには○を、誤っているものには×を解答

欄に記入せよ。（４点）

（１） 設備の増設の許可を受けた者は、その許可に係る工事を完了したときは、その

日から一箇月以内に、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

（２） 鋼製の船舶の製造事業を営む者が、その事業を廃止したときは、二箇月以内に、

その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

（３） 造船法または造船法施行規則の規定により国土交通大臣に提出する書類は、国

土交通大臣へ直接送付しなければならない。

（４） 船舶の製造事業を営む者が、国土交通大臣へその生産、販売、労務及び施設に

ついての報告をする際、虚偽の報告を行った場合は、十万円以下の罰金に処する。



１９．国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律

国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律に定める、国際航海日本

船舶の保安の確保のために必要な措置について、次の文章中の に入る適切な語

句又は数字を解答欄に記入せよ。 （１０点）

(１) 国際航海日本船舶の所有者は、当該国際航海日本船舶に係る ア （当該国

際航海日本船舶に係る イ 装置等の設置に関する事項、 ウ 措置の実

施に関する事項、船舶保安統括者の選任に関する事項、 エ の選任に関する

事項、 オ の実施に関する事項及び船舶 カ 簿の備付けに関する事項

その他の当該国際航海日本船舶の保安の確保のために必要な国土交通省令で定める

事項について記載した規程をいう。）を定め、国土交通省令で定めるところにより、

これを当該国際航海日本船舶内に備え置かなければならない。

(２) 国際航海日本船舶とは、国際航海を行う日本船舶のうち、 キ 又は総トン

数が ク トン以上の キ 以外のものである。

（３） 国際航海日本船舶の所有者は、当該国際航海日本船舶を初めて国際航海に従事さ

せようとするときは、当該国際航海日本船舶に係る イ 装置等の設置に関

する事項、 ウ 措置の実施に関する事項、船舶保安統括者の選任に関する事

項、 エ の選任に関する事項、 オ の実施に関する事項及び船舶

カ 簿の備付け並びに ア の備置き及びその適確な実施について国土交

通大臣の行う ケ を受けなければならない。

(４) 国際航海日本船舶の所有者は、船舶 カ 簿をその最後の記載をした日から

コ 年間当該国際航海日本船舶内に保存しなければならない。

。



２０．船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律

次の船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律に関する文章中、 ア ～ コ

に入る適切な語句を下の から選び番号を解答欄に記入せよ。 (10点)

(１) この法律は、船舶の再資源化解体の適正な実施を図り、あわせて二千九年の船舶

の安全かつ環境上適正な再資源化のための香港国際条約の的確な実施を確保するた

め、 ア の船舶所有者に有害物質一覧表の作成等を義務付けるとともに、 イ

の再資源化解体の許可の制度、当該許可を受けた者による再資源化解体計画の作成

及びその主務大臣による承認の制度並びに ウ の譲渡し等の承認の制度を設ける

こと等により、船舶の再資源化解体に従事する者の安全及び健康の確保並びに生活

環境の保全に資することを目的とする。

(２) ア の船舶所有者は、 ア を初めて日本国領海等以外の水域において航行の

用に供しようとするときは、有害物質一覧表を作成し、 エ の確認を受けなけれ

ばならない。なお、 ア 以外の日本船舶について、有害物質一覧表の確認を任意

で受けることは、 オ である。

(３) 有害物質一覧表とは、船舶に使用されている材料又は設置されている設備に含ま

れる有害物質の カ 及び キ が国土交通省令で定めるところにより記載された

図書をいう。

(４) イ の船舶所有者は、当該 イ の再資源化解体については、自ら ク 又は

ケ として当該再資源化解体を行う場合を除き、 ク 又は ケ に行わせなけ

ればならない。

(５) ウ の船舶所有者は、当該 ウ について、再資源化解体のための譲渡し若しく

は引渡し又は再資源化解体の委託をしようとするときは、あらかじめ、当該譲渡し

等の相手方となろうとする者に対し、 コ を提供しなければならない。

１．特定船舶 ２．特定日本船舶 ３．特定外国船舶

４．特別特定日本船舶 ５．監督対象外国船舶 ６．主務大臣

７．環境大臣 ８．経済産業大臣 ９．国土交通大臣

10．可能 11．不可能 12．形状

13．種類 14．用途 15．量

16．取扱方法 17．処分方法 18．危険物情報

19．ISO 14001認証取得事業者 20．ISO 45001認証取得事業者

21．再資源化解体業者 22. 締約国再資源化解体業者

23. 国土交通大臣指定解体業者 24. 海洋汚染防止証書

25. 有害物質一覧表確認証書 26. 検査合格証明書 27. 有害物質等情報

28. 相当証書 29. 相当証明書


